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はじめに 

 

 

地方公会計改革については、平成１８年８月３１日の総務事務次官通知「地方公共団体に

おける行政改革の更なる推進のための指針（地方行革新指針）」において、人口３万人以上

の市については平成２１年度まで、それ以外の市と町村については平成２３年度までに連結

財務諸表を作成・公表することとされていますが、平成２１年度地方財政計画に係る総務省

自治財政局財政課長内かんでは、「「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行を

踏まえ、平成２１年度までに一定の資産評価を行った上で財務諸表を整備できるよう取り組

まれたい」とされているなど、団体の規模を問わず、早期の財務諸表の整備が求められてい

ます。 

それらを踏まえ佐久穂町におきましても、引き続き平成 22 年度決算をもとに、一定の資産

評価を行った財務書類の作成を行いました。総務省から示されている整備方法は、「基準モ

デル」と「総務省方式改訂モデル」の２種類があります。「基準モデル」は、すべての資産

台帳の整備と個別出納データ単位での複式簿記の考え方の導入を初期の段階から必須として

おり、作成するまでに大きな時間と負荷を要します。それに対して「総務省方式改訂モデル」

は、暫定的な簡便法として決算統計等の集計データの活用や、段階的な資産台帳の整備が認

められています。作成プロセスに違いはありますが、台帳整備と複式簿記の考え方の導入が

完了した段階で、両モデルに差異はなくなるものと考えられます。先に述べましたとおり財

務諸表におきましては早期の作成・公表が求められておりますので、佐久穂町では「総務省

方式改訂モデル」で財務諸表の整備を行いました。 
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◆地方公会計制度導入の目的 

公会計改革の目的は、自治体の資産・債務改革等に資するツールの整備ですが、単に財務

書類の作成・公表にとどまらず、住民の方に対して財政状況の適切な情報開示や庁内におけ

る行政経営に活用することにより、主に次の３つの効果が期待されます。 

 

 

１ 開示で得られる効果（透明性の向上） 

これまでの歳入歳出決算の状況に加えて、資産やコストの情報も含めた財政状況を公表

することによって、行政の透明性をより高める効果があります。 

 

２ 行政経営への活用で得られる効果（マネジメントの向上） 

  財務諸表を作成して開示するだけでなく、そこから得られる情報を行政経営に活用する

ことも必要になります。 

・他団体との比較分析により今後の方向性を検討する情報として活用 

・自団体のマクロベースの目標設定・進捗管理への活用 

・事業別、施設別等へ細分化することによる行政評価等との連携 

 

３ 整備過程で得られる効果（資産・債務の適切な管理） 

財務諸表を作る過程で様々な情報が把握できるという効果も期待されます。 

・遊休資産の把握による資産の効果的運用 

・固定資産台帳整備による公有財産管理の実効性・効率性の向上 

・貸付金・未収金等の台帳整備による収納事務の実効性・効率性の向上 

・債務（将来支払）に対する計画的な資産の積み立て 

 

 

 

 

 

 

本稿にあたって、参考とした資料等 

 

・「新地方公会計制度研究会報告書」   新地方公会計制度研究会 

・「新地方公会計制度実務研究会報告書」 新地方公会計制度研究会 

・「公会計の整備促進について」     総務省自治財政局 

・「新地方公会計制度の徹底解説」    監修 森田祐司 

                     編著 監査法人トーマツ パブリックセクターグループ 

                     発行 株式会社ぎょうせい 
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第１ 基本事項 

 

１ 財務書類４表とは 

 

 

貸借対照表（バランスシート） 

貸借対照表は、自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、

その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧

です。また、資産合計額と負債・純資産合計額が一致し、左右がバランスしている表であ

ることからバランスシートとも呼ばれます。 

 

行政コスト計算書 

行政コスト計算書は、４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政活動のうち、

福祉活動やごみの収集といった資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費と、その

行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比させた計算書です。 

 

純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上した各数値が１年間でどのように

変動したかを表している計算書です。 

 

資金収支計算書（キャッシュ・フロー計算書） 

資金収支計算書は、歳計現金（資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの区分（活動）

に分けて表示した計算書です。３つの区分とは、「経常的収支の部」、「公共資産整備収

支の部」及び「投資・財務的収支の部」です。３つの区分で表される資金収支計算書から

は、自治体のどのような活動に資金が必要とされ、それをどのように賄ったのかがわかる

とともに、歳計現金をどのような性質の活動で獲得し、または使用しているのかを読み取

ることができます。 
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財務諸表は４つの表から構成されていますが、４表の関係を示したものが次の図です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務書類４表は、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支

計算書」のそれぞれで結びつきがあります。 

 貸借対照表の純資産は、国・県からの補助金や自治体の財源で既に負担した部分を表して

おり、この純資産が変動したものが純資産変動計算書になります。 

 行政コスト計算書は純資産変動計算書における純経常行政コストの内訳です。１年間にか

かった経常行政コスト総額から受益者負担である経常収益を控除することで、一般財源、補

助金受入等で負担すべき純経常行政コストが算出されます。 

 資金収支計算書は歳計現金の動きを表す計算書ですが、期末歳計現金残高は貸借対照表の

歳計現金の残高と必ず一致します。すなわち、資金収支計算書は貸借対照表に計上されてい

る歳計現金の内訳です。 

 

※２１年度財務諸表作成にあたり、普通会計以外の公営企業会計等会計において、資金の範

囲は「歳計現金及び財政調整基金もしくは、公営企業債償還のために積み立てている基金」

であるため、地方公共団体全体会計及び連結会計では、上記貸借対照表中「歳計現金」は「資

金」、資金収支計算書中「歳計現金残高」は「資金残高」と読み替えます。この影響により、

２１年度作成期首資金残高と２０年度作成財務諸表中の期末資金残高は一致しません。 

 又、公営企業等会計において、未収金・長期延滞債権を精査し、昨年作成した２０年度財

務諸表の一部を変更したことにより、２１年度作成期首純資産残高と２０年度作成財務諸表

中、期末純資産残高は一致しません。 
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２ 作成における基本的事項 

 

 

（１）作成方針 

 総務省から示されている「新地方公会計制度実務研究会報告書」の「総務省方式改訂モデ

ルに基づく財務書類作成要領」に基づき作成しました。 

 

（２）作成基準日 

 平成２３年３月３１日（平成２２年度末）作成基準日とし、平成２３年５月３１日までの

出納整理期間（３月３１日の年度末に処理できなかった未収や未払いのものを処理する期間）

におけるものは、基準日までに終了したものとして処理しました。 

 

（３）基礎数値 

 使用した基礎数値は、合併前の２町村を含む昭和４４年度から平成２１年度までの決算統

計のデータと、歳入歳出決算書や各団体で作成している財務諸表の数値を使用しました。そ

のため、昭和４３年度以前のもので現在把握できないものは、財務諸表には計上していませ

ん。 

※決算統計とは、毎年度各自治体で定期的に作成されるもので、地方財政全体の毎年度の執

行状況を表す基礎的な統計です。総務省でまとめたものが最終的に「地方財政白書」として

公表されます。 

 

（４）普通会計、地方公共団体全体の会計及び連結会計の範囲 

○普通会計（全体の概要 １０Ｐ） 

 会計の範囲はそれぞれの地方自治体で異なっており財政状況などの比較が困難なため、自

治体間の比較ができるように設けた財政統計上の会計区分が普通会計です。 

佐久穂町の普通会計は次の３会計です。 

・一般会計 

・住宅改修資金等貸付事業特別会計     普通会計 

・下水道事業特別会計 

 

○地方公共団体全体（町全体）の会計（全体の概要 ２１Ｐ） 

 普通会計に、公営事業である１０特別会計等を含めた会計です。 

 

○連結会計（全体の概要 ２２Ｐ） 

 地方公共団体全体（町全体）の会計に、一部事務組合・広域連合の５団体を含めた会計で

す。 
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対象になる会計の一覧表 

普通会計   

地方公共団体全体（町全体）の会計  

連結会計 

普通会計 公営事業会計 一部事務組合・広域連合 

一般会計 国民健康保険特別会計 佐久広域連合 

住宅改修資金等貸付事業

特別会計 
老人保健特別会計 佐久水道企業団 

下水道事業特別会計 介護保険特別会計 南佐久環境衛生組合 

  簡易水道事業特別会計 佐久平環境衛生組合 

  
農業集落排水事業特別

会計 

長野県後期高齢者医療広

域連合 

  
住宅地造成事業特別会

計 
  

  老人保健施設特別会計   

  索道事業特別会計   

  
後期高齢者医療特別会

計 
  

  病院事業会計   

 

 

（５）決算統計と財務書表との科目関係 

決算統計上の区分と財務書表上の科目との対応関係は次のとおりです。 

決算統計上の区分 財務書表上の科目 

総務費、その他 総務 

民生費 福祉 

衛生費 環境衛生 

農林水産業費、商工費 産業振興 

土木費 生活インフラ・土木保全 

消防費 消防 

教育費 教育 



8 
 

 

（６）減価償却の方法 

 

 減価償却の方法は残存価額ゼロの定額法とし、耐用年数は次のとおりです。 

決算統計上の区分 耐用年数 決算統計上の区分 耐用年数 

総務費  土木費  

 庁舎等 ５０  道路 ４８ 

 その他 ２５  橋りょう ６０ 

民生費   河川 ４９ 

 保育所 ３０  砂防 ５０ 

 その他 ２５  海岸保全 ３０ 

衛生費 ２５  港湾 ４９ 

労働費 ２５  都市計画  

農林水産業費    街路 ４８ 

 造林 ２５   都市下水路 ２０ 

 林道 ４８   区画整理 ４０ 

 治山 ３０   公園 ４０ 

 砂防 ５０   その他 ２５ 

 漁港 ５０  住宅 ４０ 

 農業農村整備 ２０  空港 ２５ 

 海岸保全 ３０  その他 ２５ 

 その他 ２５ 消防費  

商工費 ２５  庁舎 ５０ 

   その他 １０ 

  教育費 ５０ 

  その他 ２５ 
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第２ 普通会計の財務書類４表の概要 

１ 貸借対照表の概要 

貸借対照表は、自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、そ

の資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧です。 

 

 貸借対照表は、下図のように資産、負債及び純資産から構成されています。 

 

 

 

① 

資 産 

 

② 

負 債 

 

 

純資産 

 

 

「資産」には、①町が住民サービスを提供するために使用すると見込まれるもの（使う資産）

と、②将来、町に資金の収入をもたらすもの（売れる資産、回収する資産）の２つがありま

す。例えば、①については道路や公共の施設などの有形固定資産が含まれ、②については税

金の未収入金や売却可能資産などが含まれます。 

 

「負債」とは、将来、支払いの義務により町から資金の支出をもたらすものです。負債に計

上される大きなものとして地方債があります。地方債は、将来返済していく義務があるため

負債へ計上されます。また、地方債は、公共資産などの住民サービスを提供するために保有

する財産の財源として見た場合、住民サービスを受ける世代間の公平性の観点から発行され

るものです。このため、負債は「将来世代が負担する部分」という見方ができます。 

 

「純資産」とは、資産と負債の差額です。純資産に計上される主なものは補助金や一般財源

です。「負債」の地方債の場合と同様に住民サービスを提供するために保有する財産の財源

として見た場合、純資産は「現在までの世代が負担した部分」という見方ができます。 

将来世代の負担 

(例：地方債、将来支払う

べき退職金) 

国・県の負担、過去又

は現世代の負担 

(例：補助金、これまでに

収納した税収) 

使う資産 

(例：道路、公共の施設) 

売れる資産、回収する

資産 

(例：売却予定土地、貸付

金、未納税金) 
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◆本表から分かること 

 100％以上が望ましいとされる「流動比率」（流動資産÷流動負債×100）が、309.0％

であるため、短期的な債務の返済能力があり、財政の健全性がうかがえる。 
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資産の内訳 

 

「資産」は、（１）公共資産、（２）投資等、（３）流動資産に分類されます。 

 

（１）公共資産 

「公共資産」は、「有形固定資産」と「売却可能資産」から構成されており、資産の大部分

を占めています。町の貸借対照表の資産総額が４６５億６，８００万円であるのに対して公

共資産合計は３７６億８，１００万円であり、資産総額の８０．９％に達しています。 

 「有形固定資産」とは、長期間にわたって住民サービスを提供するために使用されている

もので、具体的には土地、建物、道路などが該当します。行政目的別に区分されている（詳

細２３頁）のは、自治体が提供する住民サービスの種類が多岐にわたっているため、どうい

った分野の資産を持っているかを把握するためです。金額の大きい順に、道路や町営住宅整

備などの「生活インフラ・国土保全」が１７６億３，９００万円（構成比４７．１％）、農

林道や観光施設整備などの「産業振興」が７７億６００万円（構成比２０．６％）、学校・

公民館の施設整備などの「教育」が７６億４，０００万円となっております。 

 「売却可能資産」とは、公共資産のうち、遊休資産や未利用資産など、現在行政サービス

の提供には活用されていませんが、将来の現金獲得の能力があると考えられるものです。現

在、空き地であったり、民間等に駐車場として貸している土地が該当します。公共資産は前

年度と比べ１，０００万円減額となっていますが、減価償却による減額となる一方、新たに

売却可能資産が増加したことにより、前年度とほぼ同じとなっています。 

 

（２）投資等 

 出資金、貸付金、基金、回収期限が到来してから１年以上回収できない債務（長期延滞債

権）などの資産を計上しています。投資等全体では、基金積立金の増等により、前年度と比

べ５億１，１００万円増額となっています。 

①投資及び出資金 

 公営企業会計決算で普通会計からの繰入資本金として整理されている金額も含まれていま

す。 

②貸付金 

 主なものは、住宅改修資金等貸付事業特別会計の貸付金が１，１５５万円、一般会計から

住宅地造成事業会計及び簡易水道事業会計への貸付金が１億６，１６８万円となっておりま

す。 

③基金等 

 特定の目的のために資金を積み立てているもので、「財政調整基金」及び「減債基金」以

外の基金の年度末残高を計上しています。 
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その他特定目的基金の内訳             （単位：千円） 

基 金 名 期 末 残 高 

公共施設等整備基金 １，８４５，６８１ 

地域振興基金 ８５７，５２７ 

中山間ふるさと水と土保全基金 ４，０９４ 

別荘施設維持基金 ７９，９５２ 

地域福祉基金 ３３０，０００ 

合 計 ３，１１７，２５４ 

 

④長期延滞債権 

 納付期限や回収期限から１年以上経過しても、回収されていない債権です。町税や町有地

等の貸付収入に係る延滞債権や、住宅資金貸付金の延滞債権があります。 

 

（３）流動資産 

 現金、必要に応じてすぐに使える基金などです。全体では、財政調整基金積立金の増等に

より、前年度と比べ４億２，１００万円増額となっています。 

①現金預金 

流動性のある基金の「財政調整基金」及び「減債基金」と歳入歳出差引額である「歳計現

金」です。財政調整基金は１８億８，３００万円、減債基金は５億８，９００万円、歳計現

金は５億３，３００万円となっております。 

②未収金 

 納付期限や回収期限から１年が経過していない未回収債権です。町税、使用料、手数料、

分担金及び負担金などの収入未済額です。 

 

 

負債の内訳 

 「負債」は、（１）固定負債、（２）流動負債に分類されます。負債全体では、繰上償還

の実施を行ってきましたが、ここ数年、統合小中学校事業が始まり合併特例債や臨時財政対

策債が増加してきていることにより、前年度と比べて２億９，９００万円増額となっていま

す。 

（１）固定負債 

 貸借対照表日の翌日から１年以降に支払いや返済が行われる予定のものをいいます。 

①地方債 

 地方債のうち翌々年度以降に返済されるものです。７５億３，５００万円の借金があるこ

とがわかります。合併特例債や臨時財政対策債の増により、昨年度より増加しています。 

②長期未払金 

 債務負担行為のうち、翌々年度以降に支出するものを計上しています。 
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③退職手当引当金 

 当該年度末時点で、普通会計に属する全職員が退職したと想定した場合に必要となる退職

手当総支給額です。※財政健全化判断比率の将来負担比率４表⑤における方法により算出 

 

（２）流動負債 

 １年以内に支払いや返済をしなければならないものをいいます。 

①翌年度償還予定地方債 

 地方債のうち翌年度償還予定額です。翌年度の返済予定額は８億６，４００万円です。 

②未払金 

 債務負担行為のうち、翌年度に支出するものを計上しています。 

③賞与引当金 

 翌年度に支給される賞与のうち当年度に発生した部分です。 

 

 

純資産の内訳 

 

 「純資産」は、（１）公共資産等整備国県補助金等、（２）公共資産等整備一般財源等、

（３）その他一般財源等、資産評価差額に分類されます。 

 

 （１）公共資産等整備国県補助金等 

 昭和４４年度から当該年度までの普通建設事業費に充てられた国庫支出金及び県支出金の

累計額と、貸付金など普通建設事業費以外の資産形成に充てられた国庫支出金及び県支出金

の累計額との合計額です。 

 

（２）公共資産等整備一般財源等 

 公共資産（普通建設事業費）や貸付金などに充てられた一般財源です。 

 

（３）その他一般財源等 

 公共資産や投資等以外の資産に充てられた一般財源です。公共資産等は通常、将来の行政

サービスや地方債償還の財源として充てることはできませんので、すでに公共資産等に充て

られた財源は拘束されていると考えられます。よって「公共資産等一般財源」は拘束された

純資産で、「その他一般財源等」は拘束されていない自由な財源として使用できる純資産と

いえます。 

 

（４）資産評価差額 

 「売却可能資産」の取得価額と売却可能価額との差額などです。 
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２ 行政コスト計算書の概要 

 行政コスト計算書は、４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政活動のうち福祉

活動やごみ収集といった資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその行政サービ

スの直接の対価として得られた財源を対比させた財務書表です。構成は「経常行政コスト」

と「経常収益」からなり、これらを差引したものが、「純経常行政コスト」になります。ま

た、行政コスト計算書（詳細２４頁）は性質別と行政別の区分とをマトリックス形式表示さ

せておりますので、各行政分野でどのようなサービスを提供しているかがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆本表から分かること 

 行政活動に 63 億 8,500 万円の経費がかかり、このうち特定財源で充当できたのは 4.0％

の 2 億 5,600 万円で、残りの 96％の 61 億 2,900 万円は税金・補助金から充当しているこ

とが分かる。 
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 経常行政コスト（支出）の総額は６３億８，５００万円、経常収益（収入）の総額は２億

５，６００万円ですので、差額の純経常行政コストは６１億２，９００万円となりました。

これらの経常収益を各目的別で見ることで、どのような行政分野がどの程度の受益者負担で

賄われているかを見ることができます。経常行政コストと経常収益の比率（ｂ/ａ）は、生活

インフラ・国土保全で０．４％、教育で１．３％、福祉で３．９％となっており、経常行政

コストの多くが受益者負担以外の地方税や地方交付税などの一般財源で賄われていることが

わかります。 

 

（１）経常行政コスト 

①人にかかるコスト 

 人件費、退職手当引当金繰入等、賞与引当金繰入金などの人にかかるコストです。 

 （職員・議員の人件費、賞与など） 

 

②物にかかるコスト 

 物件費、維持補修費、減価償却費などの物にかかるコストです。 

 （消耗品、備品購入費、賃金、施設の修繕費など） 

 

③移転支出的なコスト 

 社会保障給付、補助金等、他会計等への支出額、他団体への公共資産整備補助金などの移

転支出的なコストです。 

 （児童手当や福祉医療費の扶助費、他団体への負担金、他会計への繰出金など） 

 

（２）経常収益 

 性質別には使用料・手数料と分担金・負担金・寄附金に分けて表示し、例えば使用料・手

数料では、施設を利用した際に徴収する料金など、受益者負担の１年間の調定額を計上して

います。 
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３ 純資産変動計算書の概要 

 純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上した各数値が１年間でどのように変

動したかを表している計算書です。純資産の部は今までの世代が負担してきた部分ですので、

１年間でその負担部分が増えたのか減ったのかがわかることになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 期首純資産残高と期末純資産残高を比較すると、７億４，６００万円増加しています。こ

れは、現在までの世代で負担した部分が増え、将来世代の負担が尐なくなったことを意味し

ます。 

 行政コスト計算書で算出した純経常行政コストの６１億２，９００万円に対して、地方税

や地方交付税などの一般財源が５６億５，８００万円、経常的なコストに対しての国や県か

らの補助金である補助金等受入の一般財源額（詳細２３頁）が１１億８，８００万円で、合

計が６８億４，６００万円ですので、７億１，７００万円の余裕があり、一般財源等で経常

的な行政コストを賄えていることがわかります。 

◆本表から分かること 

 期末純資産残高は期首残高に比べ増加している。 

 行政コストに係る財源は税金・補助金等で賄われており、資産を取り崩しているもので

はない。 
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（１）純経常行政コスト 

 当該年度の行政コスト計算書における「純経常行政コスト」の金額です。 

 

（２）一般財源 

 地方税や地方交付税などの収入を計上しています。ただし、貸借対照表の資産の部におい

て変動する貸付金や基金の繰入金などは含まれません。 

 

（３）補助金等受入 

 国庫支出金と県支出金の財源を計上しています。 

 

（４）臨時損益 

 経常的コスト以外の、臨時的な要因によるコストを計上しています。主に町では臨時的に

発生する災害復旧事業費によるものです。 

 

（５）資産評価替による変動額 

 売却可能資産の時価評価に伴い、評価による増減額が生じます。これら資産評価額の増減

を資産評価額として計上します。減価償却による減額や売却可能資産の売却等により、変動

額は２，６００万円の減となっています。 
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４ 資金収支計算書の概要 

資金収支計算書は、資金（歳計現金）の支出と収入を性質の違う３つの区分に分けて表し

たものです。３つの区分は、「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」及び「投資・

財務的収支の部」です。自治体のどのような活動に資金が必要とされ、それをどのように賄

ったかがわかるとともに、歳計現金をどのような性質の活動で獲得したのか、又は使用した

かを読み取ることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆本表から分かること 

 歳計現金残高が、１億４００万円増加している。 
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 経常的収支の支出には、人件費１２億４，２００万円、物件費１０億１，４００万円、補

助金等５億３，９００万円となっており、合計で４０億３，９００万円の経常的な支出があ

ることがわかります。収入には、地方税１０億７，４００万円、地方交付税４１億５，４０

０万円、国県補助金等７億８，７００万円となっており、多くを国などの財源に依存してい

ることがわかります。地方債発行額に４億６，２００万円が計上されておりますが、臨時財

政対策債を発行したものです。合計で７１億８００万円の経常的な収入があることがわかり

ます。 

 

 公共資産整備収支の支出には、公共資産整備に係るもので、合計で１７億４，５００万円

となっております。収入には、公共資産整備の財源となった国県補助金等４億１００万円、

地方債発行額５億８，４００万円、基金取崩額１，３００万円など、合計が１０億５，２０

０万円となっております。その結果、公共資産整備収支額で６億９，３００万円の赤字が発

生していますが、その分は経常的収支額の黒字額で賄われていることを意味しています。 

 

 投資・財務的収支の支出には、地方債償還額９億１，１００万円、基金積立金８億１，６

００万円のほか、他会計等への公債費充当財源繰出支出７億７，７００万円があり、地方債

償還額に計上されない借金の返済があることがわかります。収入には、基金への積立金のた

めに発行した地方債発行額２億１，１００万円などで、合計３億３，２００万円となってお

ります。その結果、投資・財務的収支額で２２億７，１００万円の赤字が発生していますが、

公共資産整備収支額の赤字と同様に経常的収支額の黒字額で賄われていることを意味してい

ます。 

 

 これらにより２２年度の１年間で１億４００万円の歳計現金が増加し、期末の歳計現金残

高は５億３，３００万円となっています。 

 

（１）経常的収支の部 

 人件費や物件費などの支出と、町税や地方交付税などの収入を計上しており、日常の行政

活動による経常的な資金収支の状況を表しています。 

 

（２）公共資産整備収支の部 

 道路や施設などの公共資産の整備に支出されたものと、その財源として国や県からの補助

金や地方債（借金）を計上しており、公共的な事業に伴う資金の使途とその財源を表してい

ます。 

 

（３）投資・財源的収支の部 

 貸付や基金の積立、借金の返済などの支出と、その財源である補助金、借金、貸付金の元

金の回収などの収入を計上しており、投資活動や借金の返済による資金の出入りの状況を表

しています。 
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第３ 地方公共団体全体会計の財務書類４表の概要 
   財務書類４表の詳細は２７Ｐ～３０Ｐ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆本表から分かること 

 100％以上が望ましいとされる「流動

比率」（流動資産÷流動負債×100）が、

290.9％であるため、短期的な債務の返

済能力があり、財政の健全性がうかが

える。（参考）普通会計：309.0％ 
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第４ 連結会計の財務書類４表の概要 

   財務書類４表の詳細は３１Ｐ～３４Ｐ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆本表から分かること 

 100％以上が望ましいとされる「流動比率」（流動資産÷流動負債×100）が、256.6％

であるため、短期的な債務の返済能力があり、財政の健全性がうかがえる。 

（参考）普通会計：309.0％ 
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第５ 各財務書類４表 

 １ 普通会計 
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 ２ 地方公共団体全体の会計 
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 ３ 連結会計 
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